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所属ゼミ 小林 喜一郎研究会 氏名 イータンダーウィン 

（論文題名） 

 

ビジネス教育に関する考察 

―ミャンマーのビジネススクールの競争優位分析と将来戦略― 

 

 

 

（内容の要旨） 

【問題意識】 

 発展途上国のミャンマーにおいて、ビジネス環境が多様化しているなか、市場競争が激化し、環

境への素早い順応が求められている。このような背景の元で、新たな発想を持ち、組織を率いて行

動するビジネス人材に対する社会的需要が高くなってきている。しかし、ビジネス人材育成のため

のビジネススクールには、教育資源やノウハウ不足により、社会への人材供給を効率的に実施でき

てない課題がある。 

 

【研究の目的】 

本研究の目的は、以下の２点がある。 

① 各国の事例研究をすることでビジネススクールの取るべき戦略を分析する。 

② ミャンマーのビジネスの課題を明らかにしたうえで取るべき戦略を提言する。 

 

【分析方法】 

① 事例研究 ― 各国のトップビジネススクールの特徴を分析 

米国、シンガポール、タイ、フィリピン、インドに対する PEST分析をするとともに、ビジネ

ススクールの戦略を戦略マップと戦略グループで整理する。 

② インタビューとアンケートによる実地調査をすることでミャンマーの課題を調査し整理する。 

ミャンマーに進出している日系企業 10社、ミャンマー現地企業 27社とビジネススクール１校

を対象とする。 

  

【研究の結果】 

 事例研究：ビジネススクールを大きく３つの戦略グループに分けることができると明らかになっ

た。グループ①は、技能を持つ実務人材の育成、自国への貢献に注力。グループ②は、管理人材の

育成、自国及び近隣国への貢献に注力。グループ③は、リーダー育成、グローバルへの貢献に注力。   

ミャンマーの課題：管理人材が極端に不足。ビジネススクールは資源やノウハウの不足により、 

人材供給ができていない。 

戦略提言：政府や企業との連携強化、そして経営資源の強化をベースとした仕組みが必要。 

 

【研究の限界】 

・本研究の研究結果は発展途上国であるミャンマーを対象としたものであり、国の発展状況によっ

て異なるため、他国に展開することができるとは限らない。 

・本研究はビジネスモデルを研究する論文ではない。 

・各国のビジネススクールを対象としており、公式ホームページをもとに事例研究を行っているた

め、情報に限界がある。 

 

 


